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2 情報政策課
ＩＴ推進事業（電子申請共同シ
ステムサービス提供業務）

不要 不要 廃止

・電子申請共同システムサービスについて
は、公的個人認証が必要なものや市役所に出
向かなければ受領できないことから利用件数
が伸びておらず、また、1件あたりのコスト
も勘案し、廃止とする

改善

・電子申請共同システムサービスについては、リー
ス期間満了に伴う新システムへの入れ替えにより、
平成21年度のリース料約240万円に対し、平成22年度
以降は約30万円まで下がるため、今後は利用促進の
ためのＰＲ等に努め、3年以内に1件あたりのコスト
が400円以下に抑えられなかった場合には、廃止す
る。

5 市民文化会館維持管理事業 民間化 民間化 改善

・施設運営や維持管理等の見直しを行いつ
つ、身近な文化施設の機能と芸術文化の発信
拠点の両立をめざし、子どもの頃から文化に
親しみ、心豊かな地域社会の形成に寄与する
市民文化会館として、今後も市で事業を継続
する
・指定管理者である富士見市施設管理公社に
ついては、その運営状況等について、情報公
開に努めていく

改善

・公平性の確保と経費の削減を図るため、来年度に
おける市民文化会館の指定管理者の更新にあたって
は、施設の設置目的を達成するための仕様書及び厳
正な選定基準を設け、広く公募する。

15 老人入浴料助成事業 不要 不要 改善

・老人入浴料助成事業については、廃止する
ことにより利用者だけでなく公衆浴場に対す
る影響も大きく、また、廃止の代替措置とし
ての老人福祉センターの利用については、立
地条件やバス送迎など利便性の点で問題があ
り、他の代替手段もないことから、直ちに廃
止することは難しい
・今後においては、バス送迎の充実を図った
上で、老人福祉センターの利用を促すととも
に、助成のあり方について検討する

一部
廃止

・老人入浴料助成事業のうち入浴補助券（本人100円
負担）について、支給枚数の段階的な削減や自己負
担の増額など経過措置期間を設けた上で、全廃する
とともに、老人福祉センターの利用を促進するた
め、送迎バスの運行日を増やすことなどについて検
討する。また、入浴無料券については、近隣自治体
の状況も踏まえ、配布枚数の見直しを検討する。

16
富士見市シルバー人材セン
ター運営補助事業

民間化 不要 改善

・シルバー人材センター運営補助について
は、今後団塊の世代等の退職者が増加する
中、就労の場を確保するとともに、生きが
い、健康維持、所得保障としての制度とし
て、極めて有効な事業であるため、継続する
べきであると考える
・今後においては、国の補助金を超えて交付
している部分について、国と同程度となるよ
う調整を図っていくとともに、事業拡大によ
る自主財源の確保などに努めるよう求めてい
く

改善

・シルバー人材センターについては、年々、会員
（20年度802人・前年度比7.2％増）・就業人員（同
98,230人・同4.1％増）・契約金額（同405,109千
円・同9.8％増）とも増加しており、今後も毎年1300
～1500人程度が60歳に達するため、必要性が低くな
ることはないと考えられることから、市としては、
事業拡大による自主財源の確保や経費の削減に努め
るよう求めていく。
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